
 

様式第１号（第６条関係） 

 

 

高根沢町事業所向け脱炭素化普及促進補助金交付申請書 

 

  年  月  日 

  高根沢町長 様 

 

 高根沢町事業所向け脱炭素化普及促進補助金交付要綱第６条の規定により裏面のとおり補助金の交

付を申請します。 

また、補助金交付事務の審査のため、私（申請者）の「町税の納付状況」について、町において税

務資料等により確認されることに同意します。 

 

申 請 者 

事 業 者 名 
 

代 表 者 役 職 
 代表者氏名 

（自署又は記名押印） 

 

所 在 地  

連 絡 先  

設備の設置・診断

場所  
栃木県塩谷郡高根沢町 

事 業 予 定 着 手 予 定 日   年  月  日 完 了 予 定 日   年  月  日 

手 続 代 行 者 

事 業 者 名  

責 任 者 名  

代行者所在地  

担 当 者  

氏名 電話番号 メールアドレス 

   

 

 

 

 

 



 

補助対象事業一覧 

 

省エネ診断

実 施 事 業 

診断委託費 (A) 円 

補助金の額【診断委託費の２分の１】 (B) 円 

※補助上限は 50,000 円 

事 業 所 内 

照明 LED 化

事 業 

設置費 (C) 円 

補助金の額【設置費の２分の１】 (D) 円 

※補助上限は 500,000 円 

補助金交付申請額【（B）、（D）又は（B）＋（D）】 円 

 

 

 

上記の補助対象事業を実施するにあたり、高根沢町以外が実施している補助金等で申請しているも

のは以下のとおりであることを申し添えます。 

 

補助実施団体名 

・ 

・ 

 

補助金等の名称 

・ 

・ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第２号（第６条関係） 

 

 

誓 約 書 

 

 私は、高根沢町暴力団排除条例（平成24年高根沢町条例第５号）第２条第１号に規定する暴力団、

同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団員等に該当せず、将来にわたって

も該当しない者であることをここに誓約します。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、

異議は一切申し立てません。 

 

 

 

 

 

年   月   日  

 

 

高根沢町長 様 

 

 

所在地  

事業者名  

代表者役職・氏名 

                               （自署又は記名押印） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第３号（第６条関係）  

 

補助対象事業の実施に係る同意書 

 

   年  月  日 

高根沢町長 様 

 

住 所 

 

氏 名 

（自署又は記名押印）    

 

 高根沢町事業所向け脱炭素化普及促進補助金交付要綱を確認の上、下記のとおり、同要綱による事

業所内照明 LED 化補助事業の実施に同意します。 

  

 

記 

 

１ 事業所内照明 LED 化補助事業を実施する者（申請者） 

 

 所在地 

 事業者名 

 代表者役職・氏名 

 

 

２ 同意に係る不動産の表示 

 

＜土地＞ 

・所在地 

 

 

 

＜建物＞ 

・所在地 

・家屋番号 

 

 



 

様式第６号（第８条関係） 

 

高根沢町事業所向け脱炭素化普及促進補助金実績報告書 

 

  年  月  日 

  高根沢町長 様 

 

 

       年  月  日付け高根沢町指令高環第  号により交付決定を受けた補助金につい

て、高根沢町事業所向け脱炭素化普及促進補助金交付要綱第８条第１項の規定により関係書類を添え

て報告します。 

 

補 助 事 業 者 

(補助金の交付決定を

受けた者) 

  

事 業 者 名  

代表者役職・氏名  

所 在 地  

連 絡 先  

補 助 対 象 事 業 □省エネ診断実施事業 □事業所内照明 LED 化事業 

設備の設置・診断場所  

事 業 実 績 着 手 日   年  月  日 完 了 日   年  月  日 

 



 

様式第８号(第 10 条関係) 

 

補助金交付請求書 

 

 

  金         円 

 

 

  年  月  日付け高根沢町指令高環第   号で額の確定の通知があった高根沢町事

業所向け脱炭素化普及促進補助金について、上記の額を交付されるよう関係書類を添えて請求しま

す。 

  

 

   年  月  日 

  高根沢町長 様 

 

 所在地 

 事業者名 

 連絡先 

   

 

 

（補助金の振込先） 

  金 融 機 関 名   

支 店 名   

口 座 の 種 別   

振 込 口 座 番 号   

口 座 の 名 義 

(カナ) 

 

（自署又は記名押印） 

 

 

添付書類 

①補助金の額の確定指令書の写し 

②通帳の写し（銀行名、支店名、種別、口座番号、口座名義人（カナ）が確認できるページ） 

 



 

様式第９号（第 11 条関係） 

 

高根沢町事業所向け脱炭素化普及促進補助金変更承認申請書 

 

 

   年  月  日 

  高根沢町長 様 

 

所在地 

 

事業者名 

 

連絡先 

 

      年  月  日付け高根沢町指令高環第  号により補助金の交付決定を受けた高根沢

町事業所向け脱炭素化普及促進補助金の計画を次のとおり変更したいので、承認されるよう関係書

類を添えて申請します。 

 

 １ 変更の内容 

  （  ）所在地変更 

      （変更後所在地：                              ） 

  （  ）事業者名 

      （変更後事業者名：                              ） 

（  ）代表者情報変更 

      （変更後代表者情報：                            ） 

（  ）補助対象経費 

      （変更後補助対象経費：                           ） 

（  ）その他 

      （                                     ） 

 

 ２ 計画変更の理由（所在地変更の場合は記載不要） 

 

 

 

 

 

注）変更の内容については、交付申請書(様式第１号)に変更後の内容を記載し、本変更承認申請書

に添付してください。 

なお、変更部分は、変更前の計画を上段に括弧書きし、変更後の計画を下段に記入してくださ

い。 



 

様式第12号（第12条関係） 

 

高根沢町事業所向け脱炭素化普及促進補助金廃止（中止）承認申請書 

 

 

   年  月  日 

  高根沢町長 様 

 

住 所 

 

氏 名 

 

連絡先 

 

      年  月  日付け高根沢町指令高環第  号により補助金の交付決定を受けた高根沢

町事業所向け脱炭素化普及促進補助金を次のとおり廃止（中止）したいので、承認されるよう申請

します。 

 

 廃止（中止）の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第 15 号（第 14 条関係） 

 

補助対象設備毀損（滅失）届出書 

 

 年  月  日 

  高根沢町長 様 

 

住 所 

 

氏 名 

 

連絡先 

 

     年  月  日付け高根沢町指令高環第    号で交付決定のあった高根沢町事業所向

け脱炭素化普及促進補助金において取得した補助対象設備について、次のとおり毀損（滅失）しまし

たので届け出ます。 

 

１ 毀損（滅失）した設備 

   

 

２ 毀損（滅失）の時期 

      年  月  日 

 

 

３ 毀損（滅失）の原因 

 

 

 

４ 今後の方針（修繕、買換など） 

 

 

 

 

 

 

（添付書類） 

 対象設備の写真（現況） 



 

様式第16号（第15条関係） 

 

高根沢町事業所向け脱炭素化普及促進補助金補助対象設備処分承認申請書 

 

   年  月  日 

  高根沢町長 様 

 

住 所 

 

氏 名 

 

連絡先 

 

     年  月  日付け高根沢町指令高環第    号で交付決定のあった高根沢町事業所向

け脱炭素化普及促進補助金において取得した補助対象設備について、次のとおり処分したいので承認

されるよう申請します。 

 

 

１ 処分する設備 

   

 

２ 処分の方法 

  （  ）売却 （  ）譲渡 （  ）交換 （  ）貸与 （  ）担保 

 （  ）廃棄 （  ）その他（具体的に                 ） 

 

 

３ 処分の時期（予定） 

 

       年  月  日 

 

 

４ 処分の理由 

 

 

 

備考 

処分に当たり、設置者の責に帰さないやむを得ない事由がある場合は、処分の理由欄に事情を

記載すること。また、処分によって収益がある場合は、その額を記載すること。 

 

 

 

 

 


